
第１９回原子力委員会定例会議議事録 

 

１．日 時  ２０１４年６月１０日（火）１０：３０～１１：１４ 

 

２．場 所  中央合同庁舎４号館１階１２３会議室 

 

３．出席者  原子力委員会 

        岡委員長、阿部委員長代理、中西委員 

       公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理センター 

        理事長 並木育朗氏 

        技術情報調査プロジェクト 稲垣裕亮氏 

       内閣府 

        板倉参事官、前田参事官補佐 

 

４．議  題 

 （１）海外における放射性廃棄物処分に関する第三者評価機関の現状について（公益財団法 

    人原子力環境整備促進・資金管理センター 理事長 並木育朗氏、同財団技術情報調 

    査プロジェクト 稲垣裕亮氏） 

 （２）その他 

 

５．配付資料 

 （１） 海外における放射性廃棄物処分に関する第三者評価機関の現状について 

 （２） 第１６回原子力委員会臨時会議議事録 

 

６．審議事項 

（岡委員長）おはようございます。それでは、時間になりましたので、ただいまから第１９回

原子力委員会を開催いたします。 

  本日の議題は、１つ目が海外における放射性廃棄物処分に関する第三者評価機関の現状に

ついて。２つ目がその他です。よろしいでしょうか。 

  それでは、事務局お願いいたします。 
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（板倉参事官）１つ目の議題でございます。海外における放射性廃棄物処分に関する第三者評

価機関の現状につきまして、公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理センター理事長、

並木様、並びに技術情報調査プロジェクト、稲垣様から御説明をお願いいたします。よろし

くどうぞお願いします。 

（並木理事長）それでは私から、まず開いていただいて２ページ目の表をごらんいただきたい

と思います。放射性廃棄物処分に取り組んでいる主な諸外国の中で、第三者評価機関と言え

るような組織の代表的な事例として本日報告いたしますのが、この左側の縦列の国と機関で

ございます。特徴が比較できるように、横に①活動形態・法的根拠・位置づけ、②活動内容、

③当該機関に期待される技術能力・委員構成・専門分野、それから④として費用面の独立性

に区分し整理してございます。 

  左①の活動形態の欄をごらんいただきますと、いずれの機関も常設で現在も設置されてお

り、１０名強のメンバー構成ということになっております。また、組織の位置づけという点

では、一番下のカナダは、核燃料廃棄物管理機関、ＮＷＭＯ、この内部組織でありまして、

ほかのスウェーデン、フランス、英国、これは国が設置した第三者評価組織なので、この点

は異なるということになります。 

  ②の活動内容を見ていただくとおわかりのように、それぞれ評価報告書を定期的に提出な

いし公表しております。また、評価の対象ということでは実施主体の技術や計画を直接的に

評価する活動と、より一般的に規制機関を含めた政策や研究・調査の状況を評価する活動な

ど、これは国により違いが見られます。 

  また、③の委員構成の欄ですが、放射性廃棄物処分事業問題の特徴から、委員は大変広範

な分野の専門家から構成されています。この各分野の専門家である委員は専任あるいは常勤

で委員会活動を行っているわけではなく、カナダを除くそれぞれの機関はスタッフや事務局

を持っているようでございます。 

  また、右の④の費用面の独立性については、カナダは内部組織であるために実施主体の活

動予算によりますが、その他の機関は国が関与することで第三者評価機関としての独立性を

保っているというふうに思われます。 

  以上が諸外国の代表的な第三者評価機関の概要で、私から説明させていただきました。 

  引き続き、各国別に報告させていただきます。 

（稲垣氏）原環センター、稲垣と申します。 

  それでは、３ページ目からそれぞれの国について若干状況など、それから第三者評価機関
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の位置づけについて御説明いたします。 

  まず一つ目、３ページ目、スウェーデンですが、まず現状としては高レベル廃棄物処分場

の建設許可申請が出され、規制機関でありますＳＳＭが安全審査を実施中ということでござ

います。今日の議題の第三者評価機関については３ページ右側の図をごらんいただきたいの

ですが。許認可の発給機関としての政府、環境省ですが、その下に原子力廃棄物評議会、か

つてはＫＡＳＡＭというふうな名前で呼ばれていたと思うのですが、ここが位置づけられて

おります。 

  この機関がどのように位置づけられているかを４ページ目にまとめてございます。名称等

は省かせていただいて、根拠法令ということで、スウェーデンの第三者評価機関の原子力廃

棄物評議会は９２年の閣議決定で設置されております。２００９年に職務内容が改訂された

ということで、その改訂された内容がここに羅列させていただいております。 

  まず、ＳＫＢという廃棄物の管理会社ですが、ここが作る研究開発実証プログラム、ＲＤ

＆Ｄプログラムと呼んでおりますが、この報告書、それから許認可等申請書、その他の関連

文書についてこの評議会が評価を行うということでございます。 

  また、この評議会のもう一つの機能としては、廃棄物分野におけます最新の状況を独立し

て評価するということでございます。 

  また、よりよい勧告をするということで、公聴会、それからセミナーということで内容を

オープンにするというような役割がございます。 

  その他としてはほかの国でどんなことが実施されているかということ。それと、国際機関

の活動状況を追跡調査するということでございます。 

  規模としては、議長が１名ですが、１０名を超えない評議員ということで１１名程度。あ

と、外部の人材と契約等を結んでコンサルタントというようなこと。それから、先ほど御説

明ございましたが、常勤の事務局があるということでございます。 

  実際どんな活動をしているかというのを５ページ目に示してございます。１つ目が最新の

評価レポートということで、これは毎年２月にレポートが１つずつ出されるということでご

ざいます。その内容としては、意思決定、ディベートとかそういうような社会的なこともご

ざいますが、許認可申請のその中身であったり代替処分案であったり、そういうような技術

から社会に幅広く評価レポートが出されるということでございます。 

  あと２つ目、実証計画のプログラムの評価レポートということで、これは、プログラム自

体は３年ごとに出されますので、その３年ごとに一番新しいものでは２０１３年に出されて
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おりますが、この評価レポートについては今月出されると聞いております。今日はまだ公開

されておりませんでしたが、こういうレポートが出されております。 

  その他のレポートを３つ目に書いてございますが、ワークショップで検討した銅の腐食の

メカニズムであったり、あと深孔処分、これは代替処分として高レベルの処分方法として考

えられているもの、こういうものをワークショップ等、それからセミナーですね、そういう

ものの内容をまとめるレポートが出されております。 

  最近のセミナーの例としては、一番下にございますように、人工バリアのシンポジウムと

か、あと廃棄物の将来、これはどういう位置づけなのかというようなセミナーを国際的なも

のとして実施していくというようなことがされております。 

  続きまして６ページ目、フランスでございます。フランスの現状としては高レベル放射性

廃棄物の処分について許認可申請書を提出する前提として公開討論会が実施されたというこ

とであります。現状は、この結果を受けてプロジェクトとしてどういうふうに継続するかと

いうようなとりまとめを実施し、ＡＮＤＲＡという実施機関が政府にその内容を提案したと

いう形になります。 

  実施体制を右の図に示してございますが、今回の中心であります第三者評価機関は国家評

価委員会、ＣＮＥというところでございます。この図はちょっと割愛したところもあるので

すが、国家評価委員会としては議会であったりそういう関係機関に諮問に応じて答えるとい

うような活動をしているということでございます。 

  フランスのＣＮＥの概要を７ページのほうにまとめてございます。設置の根拠としては、

９２年の管理研究法という法律でまず設置されております。その後、１５年間の研究の後、

２００６年に管理計画法というものが定められておりますが、その中で職務内容が改訂され

ているということであります。 

  具体的な内容はここに羅列してございますが、ＣＮＥとしては研究・調査の進捗状況とい

うものを毎年評価するという任務がございます。その評価について年次報告書を作成して議

会に提出するというようなことでございます。委員会の立場としては不偏不党の立場という

ことで職務を遂行するというようなことということで、その遂行に当たっては必要なもの、

あらゆる文書を関係機関から入手するというような、そういうようなことができるという機

関でございます。 

  もう１つ、ＣＮＥの機能として７ページの下のほうにございますが、地域情報フォローア

ップ委員会というものがこの地下研究所、ビュールにございますが、そこに設置されており
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ますＣＬＩＳと呼ばれているものということで、この２００６年の法律の中で３つの研究を

実施し、その進捗状況について評価報告書を出しなさいということで、これをＣＬＩＳに提

出するということです。 

  ＣＬＩＳの構成についてはこの下に書いてございますが、下院議員、上院議員であったり、

関係団体、地方公共団体等ということです。３つの研究というのは先ほど申し上げましたが、

それについては長寿命核種の分離・変換、それから、可逆性のある地層処分、それと中間貯

蔵、この３つの分野についてとりまとめるという機能がございます。 

  実際にどのようなレポートをまとめているかということで８ページ目のほうに活動内容を

示してございます。ＣＮＥの評価活動の主なところは、研究機関からヒアリングをするとい

うこと、それから関係各所の訪問調査、国内外の会議への出席というものがされるというこ

とであります。先ほど申し上げましたように、関係各所からの要請によるレポートも作成す

るということ。それと一番重要なのは年次レポートということで、これまで２００７年から

２０１３年まで７回の評価報告書を先ほどの３つの研究を主に対象としてまとめて出してい

るということであります。 

  最近の意見書の例としては、１つ目に書いてございますが、分離・変換、それから可逆性

のある処分というものについてＣＮＥの意見書を出したというものなど、技術的なところが

主として彼らは活動しているということかと思います。 

  続きまして、９ページ目のほうから英国についてということでございます。英国は、現状、

高レベル放射性廃棄物等ということで、その枠組みが白書で定められておりまして、この中

で公募によりサイト選定が進められております。現状、カンブリア州で関心表明があったわ

けですが、机上調査に進まないというようなことは決定されたというのが昨年の１月という

ことで、現在、国のほうでサイト選定プロセスの改善策について検討ということでございま

す。 

  第三者評価機関としてはＣｏＲＷＭの放射性廃棄物管理委員会というものが、この一番下

の図の黄色いところでございますが、政府に対して助言するということで設置されていると

いうことでございます。サイト選定自体については、このエネルギー・気候変動省、ＤＥＣ

Ｃが主体となって実施されるということで、ここがサイト選定を行うというようなことにな

ります。実施主体については右側にあります原子力廃止措置機関、ＮＤＡというところにな

ります。 

  この英国の第三者評価機関の概要については１０ページ目のほうにまとめてございます。
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根拠法としては、英国は法律ではなくて白書、またはその白書をつくるための協議文書とい

うもので検討されたということで、まず２００１年の協議文書の中で今後の地層処分等をど

うしていくかというような検討をしましょうという文書が協議文書でございますが、その中

にＣｏＲＷＭを設置して、実際にどういう処分概念にするかというような検討が実施されま

した。その後、地層処分でいくと、それからその前に中間貯蔵を置くというようなそういう

ような枠組みが決められて、その実施に当たって英国政府白書ということで、これが２００

８年に放射性廃棄物の安全な管理ということで策定されております。この中でＣｏＲＷＭが

もう一度設置し直されたということになって、その職務内容も改訂されたということでござ

います。 

  職務内容としては委員会の役割ということで、貯蔵、処分を含めた長期的なプログラムの

独立の精査ということ。そこで英国政府と、あと自治政府の大臣に助言するというようなこ

とであります。委員会活動はオープンで公衆に意見を求める方法で実施するということ。そ

れから、その結果については活動に関する年次報告を作成して提出するということでござい

ます。 

  議長と現状１１名の委員がおられますが、最大１４名ということ。それから、委員の設定

についてはＤＥＣＣ、スコットランド、ウェールズの政府、それから北アイルランドの環境

省が任命するということでございます。 

  具体的な評価の活動内容については１１ページに示してございます。最近の第三者評価レ

ポート、独立のレポートというものを羅列してございますが、例えば廃棄物処分をどういう

ふうに考えていくかというものが３つ目、それからサイト選定プロセスをコンサルテーショ

ンしているわけですが、それの回答であったり、サイト選定のやり方を求めた照会について

はＣｏＲＷＭが分析して提示するというようなことがされているということでございます。 

  それと、最近のその他のレポートの例として書いてございますが、ウェールズ、それから

スコットランドというそういう政府との会合を持ってその議事録を公開するというようなこ

とがされているということでございます。 

  あと、ＣｏＲＷＭとしてはガイダンスをいろいろつくっておりまして、ステークホルダー

の参画の戦略であったり、地層処分オプションについて政府へ助言するということ。それと、

安全評価を含めたセーフティケースというものはどういうふうにあるべきかということでそ

の評価、こういうものを実施したというような実績がございます。 

  最後になりますが、カナダについて１２ページ目のほうから御説明いたします。カナダ現
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状ですが、廃棄物管理機関、ＮＷＭＯが公募によって、高レベル放射性廃棄物、使用済燃料

になりますが、その処分場を選ぶということを実施しております。公募をしたということで、

２２の地域が関心表明を行っております。各段階でいろいろな調査をしながら絞込みをして

いるという段階で、現在１５の地域、この図にありますオレンジ色と赤っぽいものと青です

ね、この足したところが１５になりますが、この地域が今残ってサイト選定の枠組みの中で

検討しているということでございます。 

  ＮＷＭＯの中に諮問評議会というものが設置されて、いろいろ実施主体ＮＷＭＯの活動に

ついて審議するというような形になります。 

  １３ページ目にその概要ということで、根拠法令としては核燃料廃棄物法という２００２

年の法律に基づいて設置されております。職務内容がこの中に規定されておりまして、ＮＷ

ＭＯが実施します長期管理アプローチ、これに関していろいろ研究した結果、それについて

検討するということ。もう１つが、３年ごとにＮＷＭＯは３年次報告書というのを出すので

すが、その報告書について内容を検討するということでございます。年次報告書の中には４

つ書いてございますが、廃棄物管理に関する活動の内容が含まれていたり、社会経済的な分

析、あと戦略計画、予算の見通し、それから公衆とどのように協議したかということで、カ

ナダはそういう協議ということについて非常に気にしながら進めているということでござい

まして、そういうものの結果が含まれるということです。この報告書についてこの諮問委員

会が内容を精査するということであります。 

  評議委員会の委員自体はＮＷＭＯの理事会によって任命されるということでございます。 

  実際の活動内容の公表については、１４ページ、最後のページになりますが、レターレポ

ート、これは毎年または二、三年ごとに出されるわけですが、諮問評議会として担当大臣で

あります天然資源大臣にレポートを出すということ。それから、諮問評議会自体の活動とし

て議事録を残すということで、この諮問評議会自体は各年について４回～５回開催されると

いうことで、これはホームページで公開されております。 

  あと、意見書というものもありまして、それについては諮問評議会の声明というものが２

００５年に公表されています。これはホームページで掲載されておりますが、法律面はどう

か、あとＮＷＭＯの研究・検討の内容はどうかというようなこと、方法論、そういうものに

ついて意見を述べるというようなそういうレポートが公開されてございます。 

  あと、このＮＷＭＯの諮問評議会は指摘事項の対応表をつくるということで、彼らの活動

をトラッキングするようなものを作成しております。ほぼ毎年ＮＷＭＯへ勧告をした内容、
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それとそれによって取られたアクションというものが主に表形式で整理されているというこ

とで、その表形式を見ると指摘事項、それへの対応というものがわかるというような仕組み

になっているかと思います。 

  簡単ですが、以上です。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  それでは、質疑応答を行いたいと思います。阿部委員長代理からお願いします。 

（阿部委員長代理）いろいろ細かいことを調べていただいて、ありがとうございました。 

  お話を伺っていてつらつら考えたのですけれども。板倉参事官、今日の議題はこの第三者

評価機関の現状についてという議題をお願いしたのは我が委員会からお願いしたわけですか

ね。第三者機関というのは何だったっけなとつらつら考えてみたのですね。これは恐らくエ

ネルギー基本計画か何かに最終処分について進めるために第三者機関を何とかという表現が

あったのでこれが出てきたのですかね。 

（板倉参事官）はい、増田委員会ですか、経産省のエネルギー調査会のあのワーキンググルー

プのほうでそういった提言があったということを踏まえて、それについて情報を収集すると

いう観点から今回の議案を提案した次第でございます。 

（阿部委員長代理）そうなのですね。それで、恐らく本来の趣旨は、もともとの趣旨は、この

原子力活動をいろいろやってきて廃棄物がいっぱい出たと。特に高レベル廃棄物があるので

何とかせねばいかんと、しかし依然として処分場は見つからないと。それを進めるためには

やはりやりたいやりたいと言うだけでは地元は嫌だ嫌だというので、第三者機関に頼んで客

観的にこれは大丈夫なのだということを言ってもらいたいという、こういう基本的な発想が

あるのではないかと思うのですけれどもね。 

  そこで、この第三者機関というと私ども日本人は非常にストンと腑に落ちますね。だけれ

ども、考えてみると第三者機関とは何だったっけなと。英語でこれはサードパーソンなのか

なと。そうするとアメリカ人かイギリス人に会ってサードパーソンコミッティをつくるんだ

というと恐らくだれも、お前何言ってるんだとわかってくれないでしょうね。日本人が使っ

ている英語で実はわかってもらえないのは、例えば野球やっていてナイターという言葉があ

りますよね。アメリカ行ってナイターゲームに行くんだというと、お前何言ってるんだと言

われてだれもわかってくれない。これは要するにナイターというのは日本人がつくった英語

なのですね。 

  第三者機関というのはでは何を我々は意味しているのかなとちょっと考えてみると、稲垣

－8－ 



さんにもいろいろ調べていただいていろいろな向こうの資料に当たって読まれて、これは日

本では第三者機関と言うんだなということをここに第三者機関と表現されたのではないかと

思うのですけれども、もともとは恐らく違う表現だったのでしょうね。例えば独立の委員会

とか中立委員会とか。どんな表現だったでしょうか、もともとは。 

（稲垣氏）確かに第三者機関とか評価機関という言葉は使われていないと。スウェーデンです

と評議会ですね、政府に対して何か意見を言ってもらうための機関ということで。スウェー

デンは設置の形からいってこれは許認可発給の政府に対して諮問機関という形。だから諮問

機関、アドバイス、そういうのが主体的なのかもしれません。 

  あとフランスは、これは完全に技術評価の委員会なのですね。主に３つ、先ほど申し上げ

た３つの技術について評価してくださいという機関なので、これはアドバイスではなくてテ

クニカルエバリエーションとかそういうような機関に近いと思います。 

  英国は、これは今はアドバイスですね、助言をしてくださいと。政府がサイト選定を実施

していますので、そのやり方であったり、あと処分、こういうふうに進めていいのかという

ようなものについて意見を言ってもらうというようなことになると思います。 

  最後のカナダは全然違いますね、ＮＷＭＯという機関がいろいろなこと、報告書とか作る

わけで、その内容を精査してくださいよというようなことで、これは内部としてのアドバイ

スということでございます。 

（阿部委員長代理）ということはつまり、日本でいろいろ議論をして第三者機関をつくろうと

いうふうに考えて、ほかの国をいろいろ調べた結果、これがいわば日本で言うところの第三

者機関だなということで並べて、スウェーデンの第三者機関、フランスの第三者機関という

名前をつけたということでございますね。それはそれであれなのですが。 

  基本的にはやはり先ほどの基本的な目的、命題に振り返って考えると、専門家を集めて、

あるいは権威のある人を集めて第三者機関をつくって検討してもらった結果これでいいのだ

ということならばそれで進められると、こういうのが基本的考えだと思うのですが。そこで

やはり難しいのは、科学的、技術的な観点から検討してこれでいいのだというとやはりこれ

は今までの議論ではないかと、政府あるいは独立機関、行政機関あるいは電力会社が言って

ることと同じではないかということなので、そうするとやはり心配だ心配だという人は納得

しないということで。 

  そういう意味で非常に１つおもしろいのは、このスウェーデンの委員会、非常に幅の広い

人たちを分野から委員を募ってきて、遺伝学、神学、心理学、経済史、環境などなど、従来
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のいわゆる狭い意味での最終処分そのものの技術的、科学的な分析とは直接余り関係ないよ

うなかなり広いところまで、恐らくは反対派の人の議論の根拠となるような分野、専門の人

も入れて議論するということで客観性、説得力を持たせようと、こういう恐らく発想ではな

いかと思うのですね。 

  そこでもう１つ質問ですけれども、いろいろ調査をされていて、恐らくその過程において

はいろいろな意見を言う人々の関心の分野に配慮をはらって専門の分野、人を呼んでこよう

ということで組織しておられると思うのですが。その意味で、もう既にいろいろ聞いておら

れるわけですけれども、日本で言う反対論、最近特にあるのはかなり倫理的な観点の議論か

ら後の世代のために我々の負の遺産は残すべきではないというような議論があるわけですけ

れども。そういったものを調べる過程でいろいろ出くわしたのではないかと思うのですが。

これは日本とは違うなというようなものは何かありましたでしょうか、その反対論、反対の

仕方、ものの見方、意見などについてですね。 

（並木理事長）ちょっとよろしいでしょうか。直接お答えになるかどうかわかりませんが、

我々としては、これはワーキンググループの結論もそうだと思うのですが、やはりまず実施

主体がしっかりしているということが前提だと思うのです。それぞれの今回挙げた国々の実

施主体そのものは、我々日常的な接触をしていてもそれなりの技術もあるし、あるいは社会

的なアプローチも含めて非常にきめ細かく、組織としてもしっかりしていると思うのです。

それでもそれぞれ規制とも違う、実施主体とも違う、第三者的な更に別の観点からのアプロ

ーチがどうしてもそういう国でも必要だということから出ていると思います。 

  そういう意味では規制機関あるいは行政、その間の実施主体、その第三者なのですが、例

えばイギリスだけではないのですけれども、ごらんいただいたように地方自治体との間でも

そういう意味では調整役をすると。この問題は広範なアプローチが必要だ、それだけ難しい

問題だということで、我々としては第三者的な機関と位置づけられるなというものを今回調

査させていただいたということです。そういう中で反対派、直接反対派ではないかもしれま

せんが、少なくともそういうアプローチについて、例えばフランスは中間貯蔵あるいは長寿

命核種の分離・変換、こういう問題についてもこの委員会は第三者的な形で評価をしたかど

うかというところまで決められているわけです。国それぞれで、日本の場合これからどう考

えるかということはあると思いますが、相当第三者にどこまで含めなければいけないかとい

う点では苦労しているということは我々わかった気がいたします。 

  すみません、直接そのお答えにならなくて申しわけございません。 
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（阿部委員長代理）わかりました。 

  それで、最後はしかしながらこの独立の第三者機関に意見を伺うということで、今回調べ

ていただいたケース、大体は最終的にはこれでいいか、あるいはもう少し変えるべきだとか

いろいろ助言を出すというのが役割で、それによって例えばこれはだめだという結論を出し

て、それに拘束力があるというケースはどうもないようですね。どうでしょうか。 

（稲垣氏）スウェーデンの機関は、これは規制当局もいて、その横にいるということで、まず

は規制当局の意見。この評議会も同様なこと、またはちょっと違うことを言ってるなという

ことを最終的に政府が判断するときに参酌するということでして、拘束力というのは少し弱

いのかもしれません。 

  それから、フランスは、これは先ほど申し上げました技術評価ですので、だめならだめと

いうことで、参酌ではなくてもう直接的に取り入れてやっているということです。このフラ

ンスについては直接的に拘束力のありそうなことを言っているというふうに思います。 

  英国は、これはスウェーデンと同様だと思います。極めて助言という形で、違うこと、例

えば今先ほどサイト選定の方法を再検討中ということで、彼らこういうふうな中で考えたい。

彼らというのは政府ですね、考えても、違うんだよというような意見を出すのですが、それ

そのまま取り入れるかどうかというのは政府の判断になりますので、ここは極めて助言で、

拘束力というのは余りないのかもしれない。どこまで参酌するかという。 

  カナダは、これは内部ですので、法律の中に書いてあるのですね、小委員会をつくらなけ

ればならないというのがあるので、これは最高意思決定機関に近いものではないかというふ

うに思いますので、これはかなり強いのだと。ただし、組織の中、組織の強さ。 

（阿部委員長代理）お調べになった中で最近の日本の経験からすると、例えば福島原発の事故

調査委員会というのがありましたよね。あれ最初内閣府がつくって、その後それだけじゃだ

めだというので国会が事故調をつくって、そうこうするうちに今度は、いやいや、民間で全

く独立したものをつくらなければいかんということで全く民間の事故調というのもできて。

最近は更に、その後今度は東京電力のたしか事故調査報告書というのが出てきました。それ

から最近、原子力学会の報告書と。いろいろなものが出てきましたが。当然ながらこの政府

は政府の観点から見ているのだろうと。東京電力は東京電力のものだなというので、なかな

かみんな客観的だとは思ってくれないわけですが。そういう意味においては民間で独自に完

全にボランタリーにお金を出して自分らで組織をつくってやれば、これは本当に独立だなと

いうことは思ってくれるかもしれないのですが。 
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  これお調べになってこんな国で民間でそういうものをつくって、我々は全く独立にやるん

だというようなものはどこかでごらんになりましたでしょうか。 

（稲垣氏）かなり絞った話になると、アメリカ、今ＴＲＵ廃棄物の処分場が動いているのです

が、ＷＩＰＰ、廃棄物隔離パイロットプラントというプラントが動いていて、そこには周り

に民間とか意見を言う組織とか、大学が中心になって測定とかというようなそういう組織と

いうのはございます。だから、そういうものが動いているときには実際的にそういうような

組織によってチェックがされるというようなことはあると思います。 

  スウェーデンはＮＧＯ活動というのを政府が認めているのですが、そういうようなところ

が評価するというような、全く第三者というかそういうものを、これは廃棄物基金というお

金があるのですが、そこから活動してもらうというような組織があるところもございます。 

  あとフランスはかなりいろいろな組織、先ほどＣＬＩＳという組織を若干説明させていた

だいた、７ページにあるのですが、ここは民間というか地元も含めてそういうような組織を

きちんとつくってしまっているので、そのほかという活動はもう本当の反対派になってしま

う。 

  あとカナダとか英国にそういうような民間で組織だった評価とかというのはちょっと事例

としては把握していません。 

（阿部委員長代理）ありがとうございました。 

（岡委員長）中西先生、いかがでしょうか。 

（中西委員）どうもありがとうございました。各国の様子がよくわかりました。 

  ただ１つお聞きしたいのは、これはスウェーデン、フランス、イギリス、カナダの情報で、

アメリカが入ってないのはどういうわけなのでしょうか。できれば比較表でも一緒に挙げて

もらえればと思いますが、何か訳があるのでしょうか。 

（稲垣氏）米国はユッカマウンテン処分場というものが法律で決まっていて、許認可申請され

ております。１９８２年に法律をつくって、そういう枠組みを実施しながら、途中で１９８

７年にＮＷＴＲＢ、放射性廃棄物技術審査委員会というのをつくって第三者的に評価する。

第三者的ではないですね、これはＤＯＥというエネルギー省が実施しているのですが、その

技術的内容をチェックしなさいという組織をつくったというのがございまして、ここに入れ

るべきだったかもしれません。今８２年の法律自体で実施しているユッカマウンテンの許認

可と別の次元で政権の意向で新しい方法を考えましょう、方法というか処分場を見つけると

いうような検討がされていて、今アメリカはちょっと理解しづらい、政府がどっちを向いて
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いるのかがわかりにくい。それに引きずられて審査委員会も若干活動的に難しい状況にあっ

て、現状こうですよと御説明してもなかなか参考にするところが難しいのかなと思って入れ

ませんでした。 

（中西委員）第三者機関ですが、もしもつくるとしましたら、やはり今言われたようなもので

はなく、どんなに状況が変わっても長期にずっと機能が維持できる機関でないとなかなか難

しいところがあるのではないかと思います。 

  それから、今阿部先生が聞かれましたように、もし評価委員会がなかったらということで

すが、日本ではどういうふうなことが考えられるのでしょうか。フィンランドのようにない

国もあると伺っていますが。 

（稲垣氏）フィンランドは評価機関のようなものは見当たらないのですが、政府と実施側がし

っかりタッグを組んで実施しているというように見えて、恐らく成り立ちがそういう力が働

かなかった、つくろうということが起こらなかったのではないかなというふうには思います。

原子力プログラムが小さい国ですので、３基、４基の原子炉を持って、処分場は発電所の横

につくろうという国ですので、ちょっとそういうような評価ということに必要性を感じなか

ったのかもしれません。 

（中西委員）ありがとうございました。 

  もし独立した第三者機関が、環境が変化しても変わらずに維持されるような仕組みができ

るとしても、そこでの議論は、特に科学技術的なところ以上を議論する場合には、非常に難

しいことになると思います。政策的なこと、そして住民の方との話し合いについてなどの議

論はこの機関がすべき評価とは少し違う面も含むと思われます。日本ではどういうような形

態、そしてどういうことに重きを置いたものを第三者機関として設置すべきかについては、

これからの議論かとは思いますが、何か御意見がございましたら。 

（稲垣氏）日本でどうするかというのは我々立場的に難しいです。 

（中西委員）もちろん。 

（稲垣氏）放射性廃棄物ワーキング、増田委員会で指摘されている事項を考えますと、実施す

る官庁とか規制機関から独立したそういうような立場で評価、助言をしてほしいというふう

な意向があるようですので、それに近いところを見つけると、恐らくフランスとか、イギリ

スもかなり自由な位置づけにありますので、言えるのかなという気がいたしますので。その

辺を見ながらということだと思います。 

（並木理事長）ちょっと私から補足させていただきますが。 
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  ごらんいただいておわかりのように、例えばフランスなどは技術の調査研究についての評

価ということでありながら、実際には可逆性とかそういうやや廃棄物のアプローチの問題な

ども当然ながら取り上げることになっていますし、スウェーデンも非常に技術的なところと

規制に対するコメントとかまで入り込んでいます。どういうアプローチが第三者機関として

求められるかというのはやはりそれぞれ各国いろいろな形でこういう結果になっているので。

多分日本型もそこはこれからいろいろ議論されるのではないかなと思います。技術と言いな

がらも社会的なアプローチとか、あるいは地域との問題に入りこんだり、各機関、結果的に

は広範なアプローチをしているように我々は感じました。 

（中西委員）ありがとうございました。科学技術的なところは非常に詰めやすいのですけれど

も、それをもとにどう地元との関係を正確に判断できるかというところが非常に難しい点か

と思います。 

  それからあと、もしつくるからにはだれから見てもわかりやすい仕組みをつくるべきだと

は思っています。 

  以上でございます。どうもありがとうございます。 

（岡委員長）私のほうからも。阿部先生が最初におっしゃったように、第三者評価という言葉、

日本的ではないかと、確かにそういう感じ。第三者評価というので日本でよく期待されるの

は、実施主体がやってきたことに対するお墨付きのような、そういうことでそういう第三者

評価という言葉が使われるケースが、第三者という言葉が使われている可能性もあるのです

けれども。いわゆる実施主体に対してお墨付きを与えるとかそういう感じではこの今の４カ

国、カナダのはちょっと内部のあれですからあれですけれども。どうなのでしょうか、そう

いう役割というのはないようにも思うのですけれども、そのあたりはいかがでしょうか。 

（稲垣氏）実施主体が実施したものについてのお墨付きという意味では、フランスの国家評価

委員会は技術的な観点ではかなり近いのではないかというふうに思います。先ほどから何度

も申し上げていますが、技術評価ですので、やってること、これが考えていることは妥当か

どうかというのは彼ら言ってしまうので、それに従わざるを得なくなってしまうということ

で、フランスはお墨付きという意味が強いかもしれません。カナダは御指摘のように内部組

織ですのでお墨付きになると思います。スウェーデン、英国は、これは違うのではないか。

極めて意見を言ってる。 

（岡委員長）重要なことはやはり実施主体がいろいろな関係のところあるいは関係の意見、そ

ういうものを参酌して実際は現世代の責任である放射性廃棄物処分というものを進めるとい

－14－ 



うところにうまく役立っているかということだと思うのですが。役立っているからこういう

ものがあるのだと思うのですが。もう少し踏み込んで、例えばスウェーデンのレポート幾つ

もたくさんありますけれども、スウェーデンのこの機関が、例えばですよ、活動しているこ

とによって具体的に実施主体としてあるいはプログラム全体としてうまく確かに役立ってい

るなというか回っているなと、そういう具体的なそういうものは何か幾つかございますでし

ょうかね。 

（稲垣氏）５ページにこの評議会がつくったレポート、２つ目のポツですね、評価レポート、

これはＳＫＢという会社が実施した検討している研究開発のプログラムについて評価すると

いうことであります。この評価結果を受けて、その次の回のＳＫＢの研究開発実証プログラ

ムの中では、先ほど言った規制機関、ＳＳＭの意見と並べて、原子力廃棄物評議会がこうい

うふうに言ってるということで、我々はこうしますとかいうような内容で研究開発実証プロ

グラムがつくられているので、それは意見とフィードバックという形になっていると思いま

す。 

（岡委員長）そういう意見が回っていくと言いますか反映されている仕組みがこの中にあると、

そういうことですね。 

  どちらかというと日本はお墨付きの、本当のお墨付きというか、やってること自体のお墨

付きをもらいたがるケースがあるのですけれども、やはり科学技術的な評価の第三者評価が

非常に重要だと思うのですけれども。 

  先生方御意見ほかにございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

  本日はどうもありがとうございました。 

  それでは、次のその他の議題ございましたらお願いいたします。 

（板倉参事官）その他の議題でございますが、事務局から１件。 

  先日一部で報道がございましたが、原子力委員会が毎年公表しております我が国のプルト

ニウム管理状況についてということで、これにつきまして一部の報道ではＩＡＥＡへの報告

漏れではないかというような見出しのもと報道があったことがございましたので、それにつ

きまして改めて御説明をさせていただきたいと考えてございます。 

  机上に昨年の原子力委員会第３４回原子力委員会の資料第１号を配付してございます。平

成２５年９月１１日付で原子力政策担当室から説明したペーパーでございますが。昨年この

資料に基づきまして事務局から御説明申し上げまして、それを踏まえましてＩＡＥＡに分離

プルトニウムについての報告をされたわけでございます。 
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  今回の報道で取り上げられたのは、九州電力株式会社の玄海原子力発電所３号機にありま

すＭＯＸ燃料の取扱いでございます。これにつきましては昨年の資料でどのように扱われて

いるかを簡単に御説明したいと思いますが。資料の４ページ、参考１と書いた横になった表

があるのですけれども、そちらにこの原子炉施設等における保管プルトニウム・装荷プルト

ニウムの内訳と書いてございまして、この表の中の保管プルトニウムがまさに分離プルトニ

ウムとして扱っているものでございます。 

  この原子力委員会での報告は、基本的には保障措置とは別に、保障措置はすべての核物質

をＩＡＥＡに申告するものでございますが、それとは別に透明性向上の観点から分離プルト

ニウムについてその保有量を公表すると、そういう趣旨で行っているものなのですけれども。

この保管プルトニウムとして書いてあります部分、ここは分離プルトニウムとしてＩＡＥＡ

に報告しているものでございます。 

  今回、玄海発電所３号機で６４０ｋｇのプルトニウムを含んだＭＯＸ燃料が新しく装荷さ

れたのですが、これは２０１１年３月に装荷されまして、それにつきましては平成２５年の

１年前、平成２４年の同じ９月１１日に同じく原子力委員会で報告した際には、装荷プルト

ニウムの欄、この４ページの表で言いますと真ん中の欄に６４０ｋｇというふうに記載して、

その年に装荷したプルトニウム燃料として記載されておりまして、その後、炉内に装荷され

た後は原子炉そのものを稼働することなく炉内に置かれていたということでございます。 

  したがいまして、この４ページの表の上では、これは平成２４年末の量ということで注１

に書いてございますが、平成２４年末の量ということで記載してございます、この段階では

一番右側の炉内挿入済みの分離プルトニウムから炉外取出し済みの照射済みプルトニウムを

差し引いた量ということで、こちらのほうに記載されておりまして、具体的には１，３１７

ｋｇと書いた数字、この内数としてこの６４０ｋｇが記載されております。 

  繰返しになりますが、一番右側はあくまでも参考値ということなのですが、炉内に既に、

これは当該年度のみならず過去すべて装荷された既に炉内に挿入済みの分離プルトニウム、

新燃料を炉内に挿入するわけですが、その新燃料ですね、炉内に入れて、そこから炉外に取

出し済みの照射済みプルトニウムを差し引いた、そういう量が一番右側の欄に書かれてござ

いまして、結果としては炉内に新燃料として装荷された６４０ｋｇはこの一番右側の欄に記

載されているということでございます。 

  ということで、原子力委員会への報告としましては保管プルトニウムではなく、右側の炉

内に存在する量としてここで御報告をしたということでございます。 
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  そもそも新燃料の取扱いについては、このような形で従来炉に１回入れた後取り出してい

ないという状況においては、つまり１２月３１日の段階で取り出していないということであ

ればこういう形で参考の欄に記載して分離プルトニウムとして扱わないということで整理を

しておりまして、それに従って昨年も整理をして御報告をしたということでございます。 

  ちょっと説明が長くなりましたが、以上でございます。 

（岡委員長）要するに装荷はしたけれども、装荷をすると普通はもう照射されてしまって触れ

なくなるので、報告は必要なくなる、しかし照射しないで今回は出してしまったものがある。

それについてはことしの９月に報告するものに含めればいいと、そういうことですね。それ

から、照射、一遍炉内に入れてまた出すということは今まで想定してなかったので、その記

載について検討する。そういうことですね。 

  そういうことでよろしいでしょうか。 

（板倉参事官）委員長の御指摘のとおりでございまして、当該燃料６４０ｋｇの燃料につきま

してはこの表の時点、これは平成２４年末の時点での量でございますが、その後平成２５年

３月に取り出しまして今使用済燃料プールに保管されているということでございますので、

これは今度は平成２５年末の時点、つまり昨年末の時点での表を新しく今度９月につくるわ

けですが、その際には改めて分離プルトニウムとして扱うことになろうかと考えております。 

（岡委員長）委員の先生、阿部先生、いかがでしょうか。 

（阿部委員長代理）非常に複雑でよくなかなかわからないので、何度も表を見ているのですけ

れども。ちょっと幾つかまず基本的な質問ですけれども。 

  この資料によると、平成６年から出し始めたと、こうなってましたかね。そうですよね。

最後のほうにちょうど平成６年に国際プルトニウム指針をつくる話し合いを始めたというこ

とで、恐らくそのころにプルトニウムに関する各国の関心が高まってきたので日本は透明性

を出すために発表し始めたとこういうことで。つまり、これは日本政府の自主的な措置で、

別に条約上あるいはＩＡＥＡの理事会の決定上求められている報告ではないということです

ね。 

（板倉参事官）はい、ボランタリーベースの報告でございます。 

（阿部委員長代理）ではありますけれども、このガイドラインで国際プルトニウム指針、指針

ですからそれもガイドラインですね、したがって厳密に言えば条約上の義務としての、最後

のページの表ですけれども、各国の数字も、これは各国がボランタリーに出した数字である

ということですね。 
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（板倉参事官）はい、御指摘のとおりでございます。各国ともボランタリーベースで、ＩＡＥ

Ａのガイドラインに沿って報告をしているものでございます。 

（阿部委員長代理）そこで、作業のほうの手順、英語で言うシークエンスですね、の点から言

うと、国内の各電力会社、研究所その他の施設にお宅にはプルトニウムはどうなっています

かということを照会して数字を出してもらって、それを各年の年末の段階で集計するという

ことですね。この表によると年末の段階の数字と書いてありますよね。 

  私の最初の疑問は、年末基準で集計した数字がなぜ９カ月もたってから発表するのかとい

うことで、もっと早く数字が集まるはずなのでなぜもっと早く発表しないのか。あるいは私

が若干想像するのは、もしかするとこれはこの国際指針に基づいて公表する数字をＩＡＥＡ

に提供するために集計しているので、恐らくＩＡＥＡの数字は９月のＩＡＥＡ総会かなんか

のときに発表するので、その前後ということで９月に発表していると、こういうことでしょ

うか。 

（板倉参事官）基本的には９月のＩＡＥＡ総会のタイミング、総会そのものの議題というわけ

ではないのですけれども、そのタイミングに合わせて各国がこの情報を出すということで行

っております。 

  他方、保障措置については、もうこれはもっときめ細かくと言いますか、在庫量の申告と

いうのは別途月１回ですね、基本は月１回だと思いますが、行っておりますので、これにつ

いてはもっと頻繁に行っていると。保障措置のデータを基に独自の集計を行ってこれを出し

ておりますことから、若干作業に時間かかってございますけれども、基本は９月の総会に合

わせてということでこういったタイミングで公表しているものでございます。 

（阿部委員長代理）それで次にこの４ページの表ですけれども、最初の欄が保管プルトニウム

ということで、分離プルトニウムが研究所、それから各電力会社に何ｋｇあると書いてあり

ますね。これは研究所はともかく、電力会社の分はＭＯＸ燃料にしたもので装荷しないで、

その前の段階でおのおの電力会社が持っているものと、こういうことですか。 

（板倉参事官）はい、この保管プルトニウムの中には新しい燃料、新燃料として保管している

ものも含まれております。これが実際装荷されますと…… 

（阿部委員長代理）粉末もある。 

（板倉参事官）粉末はありません。基本的には電力会社が燃料集合体として持っております。

電力会社はそうなのですけれども、研究所は…… 

（阿部委員長代理）研究所は粉末もあるかもしれませんね。 
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（板倉参事官）はい、それはむしろこの資料の２ページ目ですね、分離プルトニウムの保管状

況全体が整理してございますけれども、今言った原子炉施設等の部分だけは４ページに書い

てあるのですけれども、それ以外の加工施設、更には再処理施設等につきましてはその表の

上段、中段に書かれてございます。こちらには粉末のものも含まれてございます。 

（阿部委員長代理）それで、次のコラムが装荷プルトニウムということで、これは若干さっと

見ると誤解してしまうのですけれども。これは装荷してあるプルトニウムではなくて、その

年に出たいわば垣根を超えて通った量が何ｋｇとここに書いてあると、こういうことですね。 

（板倉参事官）はい、さようでございます。真ん中の欄はフローの部分でございます。 

（阿部委員長代理）それで、そうすると最後のコラムでは炉内挿入済みの分離プルトニウムで、

それから取り出して照射済みのものを引いたものですということは、早い話がこれがストッ

クとして炉の中に残っているものですと。ということはあれですね、東電、関電、四国、九

州はそうするとこの平成二十何年は福島後でほとんどの炉は動いていないので、そうすると

炉の中に置きっ放しになっているＭＯＸ燃料ということですか。 

（板倉参事官）はい、基本的にはそういうことです。 

（前田参事官補佐）補足でございます。関西電力高浜３号機と四国電力伊方３号につきまして

はいわゆる今定期検査中という状況になっておりまして、その状況において照射されたＭＯ

Ｘ燃料を一時的に使用済燃料貯蔵ピットのほうに移動しております。これは、定検中の一時

移動という形になります。これは注３にも書いてあります。高浜３号、伊方３号については

そういう状況になっております。東電福島３号はそのままでございます。 

（阿部委員長代理）そうすると、照射済みということはＭＯＸ燃料を炉に入れて運転を始めれ

ば当然その段階で照射は既に始まりますよね。ということは、少しでも運転したものは全部

このマイナスの引き算になる、照射済みプルトニウムになるということですね。ここに引き

算をした結果の数字としてここに何件かいっぱいあるのは、全然運転してない、照射してな

いＭＯＸがこれだけ各電力会社、いろいろな施設にあるということですか。 

（板倉参事官）基本的に今は原子炉が止まっておりますので動いていないのですけれども、こ

の平成２４年末の時点でもこれは動いていないのです。その段階で、１回装荷して一度でも

運転すればそれは先ほど委員長のお話にあったように基本的には照射済みとして扱っており

ますが。その上で、ここで引いてるやつは炉外取出し済みの照射済みプルトニウムですから、

更にそこから装荷したトータル量から炉外に取り出した照射済み燃料の量を引いたものがこ

の一番右側の欄の差引きの部分ですね。 
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（前田参事官補佐）ですから、右側の数値に関しましてはどれだけ動いたかという数値であり、

今先生がおっしゃった少しでも運転したという観点では、いわゆる燃焼度計算による数値の

変化入っておりません。あくまでも炉内に入った際の数値を入れており、少しでも照射した

ものや、ワンサイクルでも照射したものも全部含めて書いております。その上で、先ほど参

事官がおっしゃいましたように、もう使わない、使用済燃料として取り出したものというも

のが最終的に引き算されるということです。ということでこの中には少し燃えたものや大分

燃えたもの、そういったものも混合しておりますし、また一時的に使用済燃料プールに出て

いるものといったものも全部含まれております。いわゆる使用中というようなそういう観点

で一番右のコラムを見ていただければと思います。 

（阿部委員長代理）そうなんですね。ちょっとすみません、いろいろ細かく聞きますけれども。

福島第一原子力発電所事故を起こしましたね。３号機も事故起こしましたよね。そこに２１

０ｋｇあると、炉内挿入済みと書いてある、これは要するに全部熔融した燃料の一部ですね、

この２１０ｋｇというのは。 

（前田参事官補佐）細かい状況はまだちょっと、分からないという状況です。 

（阿部委員長代理）わからないけれども、これはそういうことですよね。 

（前田参事官補佐）まだ取り出しができておりません。 

（阿部委員長代理）当然これは炉の中で照射されたプルトニウムですかね、うん。なるほどね。

恐らくこれはこの数字を集める段階でどういう数字を出してくれと電力会社に頼んで、そう

するといわゆる国際的関心、不拡散の関心からするとまさに照射したかどうかで非常に大き

く分かれる。拡散を心配する人からすると分離をして未照射のプルトニウムが危ないとこう

なるわけですね。それが何ｋｇ、何ｔ、どこの国に残っているかと、これが非常に心配なの

で、その意味においては一番右の数字のプルトニウムについて照射済みのものを引いた、こ

れは不拡散の観点からすると非常に合理的な判断ですね。そこは拡散の懸念は非常に減るわ

けで。そういう意味においてはここの出てる何ｋｇという数字は、あるものは炉に残ってい

るわけですから照射されたのも残ってるんですね。ということは、福島第一の３号機の２１

０ｋｇは恐らく照射されてますよね。あれ運転中に事故が起こったわけですからね。という

ことは、拡散を心配する人からするとこの２１０ｋｇは余り問題ないのですね。 

  ということで、そこまで話をしてくると、つまりこの表を拡散の観点からものすごい関心

のある人が見るためには、ある意味では問題のない数字も含まれているので、彼らの観点か

らするともっと一番大事な数字が欲しいと、そういう意味においては６４０ｋｇは大事な数

－20－ 



字だったのですね。入れたのに照射しないで、要するにその気になればまた加工できるプル

トニウムだったわけなのですね。 

  恐らくここは私の推測ですけれども、いろいろ電力会社からこういう数字を出してくれと

言われたときに、彼らとしても正確にでは何ｋｇは照射されたのだと、何ｋｇは照射されて

ないというのを出してくれと言われると、それはとてもそんな数字は大変難しいと。ではわ

かったと、この原子炉の建屋に運び込んで中に入れたものはいくらかと、これならわかりや

すいだろうと、報告してと、恐らくそういう経緯でこういう表になっているのではないでし

ょうか。違いますか。 

（板倉参事官）これは、原子力事業者からボランタリーに出してもらったデータではございま

せんで、基本的には保障措置の観点から原子力事業者が規制当局に出しているデータと同じ

ものでございます。その規制当局が把握しているデータも基本的には炉内に装荷する際の新

燃料として装荷した量が申告されるわけですから、その量がそのまま我々のところに来てい

るということでございまして、事業者の恣意によってそういった照射してない、してるとい

うことを分けて出しているものではございません。基本的には保障措置上も１回炉に入れて

封入した後、そこは実際使用済燃料として取り出すまではその間の時々刻々の変化というの

を逐一ふたを開けて検査するわけではありませんから、そういう取扱いになっているという

ことで、それと同じ情報を活用しております。 

（阿部委員長代理）なるほど。これで最後にしますけれども。ということは、規制当局、セー

フガードを実施している当局から数字をもらっていると。これは基本的に毎月やっているわ

けですね。ということは９カ月待たなくても数字は出てくるということですね。 

（板倉参事官）そういう意味では規制当局の数値を更に活用しまして集計作業をしております

ので、それと分析には若干時間がかかってございます。それから、丸々９カ月必要かという

と必ずしもそういうことはございませんので、そこは必要があれば時期を変えることは可能

かと思いますが、逆に言えばこれはあくまでも各国そろえて年末の数字を出すというフレー

ムワークのもとで実施しているものでございますので、日本だけ先に出す必要があるかどう

かということについてはこれは改めて検討すべきことだと思っています。 

（阿部委員長代理）普段はそれで恐らくよかったのだと思いますね。恐らく一度装填して運転

しないで取り出すなんていうことは普通はあり得ないので、これは福島事故の後という異常

な状態で起こったわけなのですが。それについていろいろな誤解、混乱があってこういう報

道が出たかもしれないので、そういう意味においてはこれはこういうことなのだということ
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はできるだけ早く私は出したほうがいいのではないかなという感じがいたします。 

  以上でございます。ありがとうございました。 

（岡委員長）書き方が少しわかりにくいということ。炉内に入ったのは今まで全部照射済み、

一番右の欄は基本的に照射済みのものですね。ですから、核不拡散上の懸念はないものだと。

ただ、今回は一遍入れて照射せずに出したものが出てきたから、それをもうちょっとわかる

ように、核不拡散の懸念という意味でわかるように。ただ、ＭＯＸ燃料になっていますので、

分離されたものではないし、それから日本の分離されたプルトニウムも混合酸化物、ウラン

と混じってますので、核不拡散という観点で言えば燃料に加工されたものはまた戻すまでに

随分かかりますし、それから分離されたプルトニウムはウランと混合した状態ですから、核

不拡散上の懸念の点では、少し小さくなるというようなことは事実なのですけれども。海外

の方によくこのあたりをわかってもらうということも非常に重要なので、少し公表の仕方、

今の新しい事例を含めて公表の仕方を工夫をするということではないかと思うのですけれど

も。 

  そういうことでよろしいでしょうか。 

（板倉参事官）そういう意味では次回の公表に向けてわかりやすい公表の仕方について工夫で

きるかどうかを検討させていただきたいと思いますし、また、阿部委員長代理がおっしゃっ

たような、もし誤解もしくは懸念等がある場合にこれをどういう形で補足説明していくのか

ということにつきましても改めて検討させていただきたいと思います。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  それでは、ほかに事務局ございますでしょうか。 

（板倉参事官）特にございません。 

（岡委員長）それでは、資料、議事録の話がございますね。 

（板倉参事官）失礼しました。事務局からは、資料第２号としまして第１６回原子力委員会の

議事録を配付しております。御確認いただければと思います。 

  それから、次回の会議の予定について御案内いたします。次回第２０回の原子力委員会に

つきましては、開催日時は６月２７日の金曜日、１０時半から、開催場所は４号館の６階６

２０会議室を予定しております。 

  以上でございます。 

（岡委員長）そのほか委員から御発言ございますでしょうか。 

  それでは、ないようですので、本日の会議、これで終らせていただきます。 

－22－ 



  ありがとうございました。 

―了― 
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